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システム思考で経営を変える、世界が変わる
　小田理一郎

（有）チェンジ・エージェント社長兼CEO

地球温暖化の問題に取り組む企業の事例を、システム
思考を交えながら紹介し、皆さんのお役に立つヒントを
お伝えしたいと思います。

温暖化対策が企業の価値を高める
　
アラン・アトキソン氏の紹介した「スターン・レビュ

ー」（7ページ参照）でも、このままアクションを取ら
ないと、5℃温度が上昇すると予測しています。それに
よって、GDP に少なくとも 5%以上、最大で 20％の影
響が出ると試算されています。経済への影響を一定の範
囲内に収めるためには、何とか 2℃以内に収めなければ
なりません。地球温暖化問題が、単なる環境問題として
だけではなく、経済問題・倫理問題として私たちにのし
かかってきています。
企業のCSRや環境部門、あるいは自治体やNPOなど、

それぞれの立場で地球温暖化対策をこれまでも行ってき
ました。既にさまざまな取り組みを行ったにもかかわら
ず、温暖化効果ガスのさらなる削減に迫られているので
す。しかも迅速に対処しなくてはなりません。これが、
私たちの抱える共通の悩みであり、一緒に考えていかな
くてはいけない課題です。
問題があまりにも大きいので、問題そのものを否定し

たり、あるいは「そんなにひどいなら、いまさら何をや
ってもだめだ」などとあきらめる人もいるかもしれませ
ん。しかし、未来は私たちがつくり出すものですから、
私たちがどう考えるかによって大きく変わってくるので
す。
企業やNPOや自治体が、力を合わせてすぐにアクシ

ョンを取れば、この地球温暖化の問題はきっと間に合う
のではないかと私は思っています。そうしたアクション
を取ることは、企業の立場から見れば、企業価値を高め
ることになるのです。今まで、環境問題と企業価値の問
題はまったく別のものととらえられてきましたが、これ
からは、地球温暖化の対策はまさに企業価値を高める活
動となるのです。それが社会の要請に応えることにつな
がるのではないでしょうか。

大局的に、複眼的に、長期的に
そのためのアクションをどうやって起こすか̶̶ここ

で役に立つのがシステム思考です。これからは大局的に、
複眼的に、長期的な視線で考えるということが求められ
ます。さまざまな不確実性やリスクがありますが、それ
をいかに企業価値に変えるかという発想の転換が、皆さ
んのこれからの戦略をつくる上で役に立つのです。
企業活動をシステム思考のループ図で考えると、この
ようになります（図 01）。生産サービスが耐久財をつく
り、消費の対象になる消費財やサービスを提供する。そ
の活動を通じてエネルギーを消費し、最終的に温室効果
ガスの排出につながっています。特にメーカーでは二酸
化炭素以外の温室効果ガスも出しています。大半の企業
の温暖化対策は、このエネルギー消費と温室効果ガスの
排出をいかに最小化するかについてではないでしょうか。
実際、多くの企業がこれで成果を上げてきています。

「リスクから報酬へ」を
体現する大企業

英国の「ザ・クライメイト・グループ」というNGO
がまとめた『カーボンダウン、プロフィットアップ』と
いう報告書があります。世界の 74 社に関して、排出量
削減の成果をまとめたものです。この調査によれば、74
社はエネルギー消費量を削減すること、あるいは、ほか
の温室効果ガスを削減することで、実に 1.4 兆円ほどの
利益を上げているということです。これは 2005 年に出
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図01
産業システムのループ図
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たレポートで、主に 2004 年のデータを使っていますか
ら、当時に比べてエネルギーのコストが上がっている今
でいえば、利益はさらに大きいことになります。
調査対象の企業の中で、絶対量での二酸化炭素および

ほかの温室効果ガスの削減が 25％以上あったところが
21 社あり、1.27 兆円の利益を上げています。つまり 1.4
兆円の削減の全体の大部分を占めているのが絶対量を削
減している会社です。特に大きな削減をしている 4社で
は、あわせて約 4700 億円の利益を上げています。1社
平均が 1200 億円近くという、莫大な利益です。
もちろん、ここにあるのは規模の大きな企業がほとん

どです。ただし、たとえ 1兆円の利益がある企業でも、
1200億円というのはものすごい金額です。これがまさに、
アラン・アトキソンが述べている「リスクから報酬へ」
ということにあたります。エネルギー効率を高め、温室
効果ガスの排出を減らすことが、いかに企業の利益に効
くか̶̶それを端的に表しています。

ループ図を広げて見えてくる
新たな取り組み

『カーボンダウン、プロフィットアップ』で紹介してい
る企業の 1つを見てみましょう。BTというイギリスの
通信会社がありますが、ここでは実に 71％も温室効果
ガスを下げています。また、カーボン・フットプリント
を絶対量で 7割下げ、4年間で約 2400 億円の削減をし
ています（図 02）。
例えば、技術者が各家庭に行って、電話やインターネ

ットの回線の配線をする際、社用車ではなく公共の交通
機関で移動するなど、輸送の面を 40％削減しています。
また、熱を出すサーバーがたくさんあるために必要な空
調に関して、エネルギー効率をよくし、エアコンの冷媒
を使わなくてもいいシステムを導入することで、温室効
果ガスを削減しています。

BASFというドイツの化学会社は、京都議定書の目標
に早くから取り組んできました。自分たちの温室効果ガ
スはどれぐらい出ているか、エネルギーをどこで何にど

れだけ使っているかを分析するというアプローチで、そ
れぞれに対策を講じた結果、単位当たりで 61％、絶対
量では 38％の削減をしています（図 03）。2つの数字の
違いは売り上げ分です。売り上げが伸びたことで増えた
23％が相殺されて、絶対量としては 38％の削減となっ
ているわけです。これによる利益は、ドイツの 1工場の
みで年間 750 億円です。ほかの工場も含めれば 1000 億
円を超えるような規模の削減ができているという、まさ
に地球温暖化のための対策が企業価値にもつながってい
る好例でもあるかと思います。

省エネやエネルギー効率を高める取り組みを、以前か
ら行ってきた日本の企業から見ると、「われわれは既に
ずいぶん削減した」「これ以上の削減は大変だ」と思わ
れているかもしれません。
実際 BASF も、1990 ～ 2002 年は効率を 61％上げま
したが、2002 ～ 2012 年の長期目標は原単位ベースでわ
ずか 10％の削減です。紙・ごみ・電気はもちろんのこと、
やれることはほとんどやってしまったのですから。そう
すると乾いた雑巾を絞るようなことをしなければなりま
せん。それを一生懸命やってどこまで温室効果ガスを削
れるのか̶̶担当者としては頭の痛いところです。
ただ、システム思考的に考えれば、ここがまさに「ち
ょっと待てよ」というところです。いま目の前でやって
いることを一生懸命やる以外に、もっと別の発想はない
だろうか̶̶そのように考えることが重要になってきま
す。
自社で排出する温室効果ガスの削減の視野というのは、
自社で行う生産・サービス・輸送活動と温室効果ガスに
限定されます。しかしもっと枠組みを広げて、自社の影
響範囲はどこにあるかということを考えてみると、まず
ループ図が広がっていきます。温室効果ガスが排出され
た後、実際に大気にどういう影響を及ぼすか、というこ
とまで見えてくるかと思います。
こうしてライフ・サイクル・アセスメント（LCA）
的な見方をすると、化石燃料の燃焼につながらない自然
エネルギーを使う、あるいは原材料や輸送からのエネル
ギー消費を見直し、自社製品を使うことによるエネルギ
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図02
BT 社（英）：英最大エネルギー消費の責任から輸送の見直し

図03
BASF 社（独）：京都議定書基準達成のコミットメント
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ー消費や、その処理に関する影響も考えることができる
でしょう（図 04）。あるいはオフセット（相殺）という
考え方もあります。例えば植林をして植物に二酸化炭素
を吸収してもらうとか、あるいは地中への固定化、海藻
に吸収してもらうといった方法もあります。

このように、自分たちのオペレーションだけを中心に
考えているよりも、つまり視野をこうして広げて考える
と、さまざまな対策が打てるようになってきます。

“Less Bad”から“More Good”へ
LCAというのはシステム思考に基づいた考え方ですが、

システム思考はそれだけではありません。実際に変化を
つくり出すために、いかに自分たちの周辺を含めて全体
を見回すか、プロセスの部分もかなり含まれています。
その点について、1つの企業の事例をあげましょう。

ダウ・ケミカルの持続可能性の活動を進める責任者であ
るスコット・ノルデン氏にインタビューを申し込み、お
話しくださったことを紹介します。
ダウ・ケミカルでは 10 年ごとの長期計画をつくって

います。最初は 1996 ～ 2005 年の 10 年で、環境・健康・
安全に関する長期目標を立て、取り組みを進めました
（図 05、06）。温室効果ガスの排出量は、絶対量で 28％、
単位当たりにすると 52％削減です。BASF ほどではな
いですが、まずまずの絶対量を削減しています。ほかに
健康・安全面では、9割削減という長期目標に対して、
傷害・疾病やさまざまな事故が軒並み 7～ 8割ぐらい削
減しています。目標には届かなかったものの、かなりい
いパフォーマンスだったと評価できます。
このプログラムを進めるために、10 年間で行った投

資の金額が 1200 億円。それに対してのリターンは、省
エネ分だけで 3600 億円です。事故などを減らせたこと
を含めた全体で見ると、何と投資金額の 5倍、6000 億
円もの経費削減ができています。ここでもやはり地球温
暖化対策がいかに有効な投資であるかが分かります。
この成果を受けて、ダウ・ケミカルのノルデン氏は、

いろいろな部署のスタッフと協力しながら、持続可能
性に関する次の 10 年計画を立てようとしました。その
際に、非常に有益だったのがステークホルダー・ダイア
ログです。同社では 1991 年から環境諮問委員会を設置
しました。例えばWWF（100 を超える国々で活動する
世界最大の自然保護NGO）に勤めている環境専門家や、
経済の専門家、最近では発展途上国の専門家など外部専
門家を年 2回招き、それぞれ 2日間にわたってさまざま
な意見を聞いています。
2006 ～ 2015 年までの新しい 10 年計画についても、
ドラフトを説明して専門家の意見を仰ぎました。ノルデ
ン氏はそこでも、本当にためになるいい意見をもらった
と強調しています。というのも、単に、自分たちのたた
き台をたたいてもらったというのではなく、自分たちが
どういう前提でその計画を立てているのか、意識・無意
識の前提がどうなっているのかを、さまざまな意見から
学ばせてもらったというのです。
それまでのダウ・ケミカルの発想というのは、一言で
いうと“Less Bad”、つまり悪影響を最小限にしようと
いうものでした。化学関連企業の事業で二酸化炭素を排
出すれば、ほかの化学物質が漏れるなどの悪い影響があ
ります。それをいかに少なくするかという発想で事業計
画をつくろうとしていたのです。
ところが、専門家たちの意見を聞いて、発想を転換し
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図04
ライフ・サイクル・アセスメントの視野

図06
ダウ・ケミカル社（米）：問題の解決策の提供へ戦略転換

図05
ダウ・ケミカル（米、化学）
2005年環境健康安全の長期目標を概ね達成




